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会員に関する規程 
 
（目 的） 
第１条 本規程は、定款第５４条第２項の規定に基づき、一般財団法人世田谷コミュニティ

財団（以下「本財団」といいます）の会員の入会及び退会並びに会費等に関し必要な事

項を定めるものとします。 
 
（名称と会員の種別） 
第２条 本財団の趣旨に賛同し、後援する個人及び法人・団体を対象に、「世田谷コミュニテ

ィ財団友の会」（以下「友の会」といいます）と称する会員制度を設けます。 
２．友の会の会員は、個人会員、法人賛助会員からなるものとします。 
３．友の会の会員は、財団の目的に賛同し、本規程に定める会費を納入する個人及び法人・

団体とします。 
４．本財団の理事会は、友の会の会員の通称を定めることができるものとします。 
 
（入会手続） 
第３条 個人会員になろうとする者（以下「個人会員入会希望者」といいます）は、本財団

が指定する方法で入会申込を行うものとします。 
２．法人賛助会員になろうとする者は、本財団が別に定める入会申込書に必要事項を記入し

理事長に提出します。 
 
（入会の成立及び拒絶） 
第４条 入会は、前条に定める入会手続き（入会申込及び年会費の納入）を行った時点で成

立するものとします。 
 
（会費） 
第５条 会員は、会員種別ごとに次項所定の会費を納入しなければなりません。  
２．会費は会員種別に応じて下記各号の通りとします。 
（１） 個人会員 
  １口 月額１０００円として、各個人会員が任意に設定した１口以上の金額を毎月また

は毎年度まとめて支払うものとします。毎年度まとめて支払う場合、当該年度（次の３月

３１日までの期間）の会費として１年分の会費を支払い、翌年度以降毎年度４月末日まで

に当年度の会費を支払うものとします。 
（２） 法人賛助会員 
  １口  年額５０，０００ 円とし、各法人賛助会員が任意に設定した１口以上の金額を

毎年度４月末日までに支払うものとします。但し、入会した年度については、第３条第２

項に従い入会申込書を提出した後速やかに支払うものとします。  
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（会員の特典） 
第６条 会員は次の特典を受けることができます。 
（１）本財団の年間活動報告会等への参加 （※１） 
（２）メールマガジン等の受領 
（３）公式サイト等における会員名のご紹介 （※２） 
（４）応援メッセージの活用 （※３） 
 ※１：年間活動報告会は、年１回開催予定です。交流会・懇親会等の参加費は別途。 
※２：本財団の公式ＷＥＢサイト、年間活動報告書、プレスリリース等において、ご希望

により、個人会員、法人賛助会員としてご紹介をさせていただきます。 
※３：法人賛助会員の方には、「○○○社は、世田谷コミュニティ財団の活動を応援して

います」等のメッセージを、自社の広告、販促物等への掲載や、ＣＳＲ活動として

ご利用いただけます。掲載に当たっては、事前に事務局に申請をお願いします。 
 

（会費の使途） 
第７条 第５条の会費は、世田谷コミュニティ財団応援基金に充当します。 
 
（会員資格有効期間） 
第８条 会員資格有効期間は毎年４月１日より、翌年３月３１日までの１年間とします。た

だし、期間満了の 1 か月前までに、会員からの申し出がない場合には、さらに 1 年間継続

し、その後も同様とします。 
２．入会初年度の会員資格の有効期間は、入会した日から次の３月３１日までとします。 
３．会員資格は、会費の振込みを本財団が確認することをもって継続されます。 
４．振り込まれた会費等は返還いたしません。 
 
（退会） 
第９条 会員はいつでも会員本人の次の登録情報を記載した退会届を本財団が指定する方法

で理事長に提出することにより、任意に退会することができます。 
①氏名（法人の場合は法人名） 
②住所 
③電話番号 
２．会員が死亡又は会員である法人が解散した場合、当該会員は本財団の会員資格を喪失し

ます。 
３．会員から当財団に対して退会の意思表示がないにも関わらず、当該会員から一定の期間

会費の払込を確認できない場合、当該会員は本財団の会員資格を喪失します。 
 
（会員資格の停止または除名） 
第１０条 会員が下記各号の事由のいずれかに該当する場合、理事会の議決を経て会員資格

を停止、又は、除名することがあります。 
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（１）以下に示すような違法行為または著しく道義に悖る行為をするなど、会員として相応

しくないと認められるとき。 
本財団の定款・諸規程、諸法令、公序良俗の違反 
誹謗中傷、プライバシー侵害/商標権、著作権、財産権の侵害、不正な入会申込 
本財団の名誉・信用失墜行為/宗教、思想、政治活動 
商品販売・勧誘 
他団体・組織への勧誘 
反社会勢力者 

（２）正当な理由がなく会費を３年以上滞納したとき。 
（３）第３条第１項または第２項所定の入会申込書の内容に不正または虚偽の記載があった

ことが判明したとき。 
（４）その他、本財団が会員として不適当と判断したとき。 
２．前項の場合、会員の除名が審議される理事会において、当該会員に対して、弁明の機会

を与えなければなりません。 
３．第１項に基づき、会員がその資格を停止、又は除名された場合で、本財団に当該会員に

対する債務があるときは、速やかに清算することとします。 
 
（会費の不返還） 
第１１条 第９条または前条に基づき、会員が退会した場合又は除名された場合、本財団は

当該会員に対し、振り込まれた会費等拠出金品の返還はいたしません。 
 
（本財団の商号及び商標等の利用制限） 
第１２条 本財団が定めた商号及び商標等を利用しようとする場合は、理事会の承認を得る

必要があります。 
２．本財団の機関紙、ホームページ、ブログ及びマスコミ発表記事等、本財団に関わる情報

を利用とする場合は、理事長の承認を得る必要があります。 
 
（損害賠償） 
第１３条 会員が、法令、本財団が定める諸規程に違反し、またはそれに類する行為によっ

て本財団が損害を被った場合、本財団に対して損害を賠償する責任を負います。 
２．前項の規定は、会員が会員資格を失った後も、継続して当該会員に適用されるものとし

ます。 
 
（規定の追加・改正） 
第１４条 本規程に定めのない事項で、必要と判断される事項については、理事会の議決を

経て、順次追加及び改正するものとします。 
 
（会員規程の変更） 
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第１５条 本財団は、円滑な運営のために必要とされる場合は、理事会の議決を経て、本規

程を変更することがあります。 
 
（補則） 
第１６条 上記の他、本規程の実施に関し必要な事項は、理事会の決議により別に定めるも

のとします。 
 
附 則 
この規程は、平成３０年５月２２日から施行します。 
この規程は、令和元年５月２２日から施行します。 
この規程は、令和４年３月２３日から施行します。 
この規程は、令和 5 年 7 月 24 日から施行します。 
 


